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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成27年12月18日付提出の有価証券報告書につき、投資法人債権者の権利等に関する記載事項を追加するため、本訂

正報告書を提出するものです。

　

２【訂正事項】

下線　　　　は訂正箇所を示します。

 

第二部　投資法人の詳細情報

第３　管理及び運営

３　投資主・投資法人債権者の権利

（２）　投資法人債権者の権利

（３） 短期投資法人債権者の権利

 

＜追加事項＞

（2）投資法人債権者の権利

　

　投資法人債権者が投信法等により有する主な権利の内容は、次のとおりです。

　

①　元利金支払請求権

　投資法人債権者は、投資法人債の要項に従い、元利金の支払いを受けることができます。

　

②　投資法人債の譲渡

　投資法人債券を発行する旨の定めのある投資法人債の移転は、譲渡人及び譲受人間の意思表示及び投資法

人債券を交付することにより行われます（投信法第139条の7、会社法第687条）。このうち、取得者が、記名

式の投資法人債の譲渡を第三者に対抗するためには、投資法人債券を交付することが必要であり、投資法人

に対抗するためには、取得者の氏名又は名称及び住所を投資法人債原簿に記載又は記録することが必要です

（投信法第139条の7、会社法第688条第2項）。これに対し、取得者が、無記名式の投資法人債の譲渡を第三

者及び投資法人に対抗するためには、投資法人債券を交付することが必要です（投信法第139条の7、会社法

第688条第3項）。

　振替投資法人債については、投資法人債権者は、口座管理機関に対して振替の申請を行い、譲渡人の口座

から譲受人の口座に振替投資法人債の振替が行われることにより、当該振替投資法人債の譲渡を行うことが

できます（社債株式等振替法第115条、第73条）。なお、振替投資法人債については、本投資法人は、原則と

して、投資法人債券を発行することができません（社債株式等振替法第115条、第67条第1項）。但し、投資

法人債権者は、株式会社証券保管振替機構が振替機関の指定を取り消された場合若しくは当該指定が効力を

失った場合であって株式会社証券保管振替機構の振替業を承継する者が存しない場合、又は当該振替投資法

人債が振替機関によって取り扱われなくなった場合は、本投資法人に対して、投資法人債券の発行を請求す

ることができます（社債株式等振替法第115条、第67条第2項）。
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③　投資法人債権者集会における議決権

　

（イ）投資法人債権者集会は、投信法に規定のある場合のほか、投資法人債権者の利害に関する事項につい

て、決議を行うことができます（投信法第139条の10第2項、会社法第716条）。

　投資法人債権者集会において、投資法人債権者は、その有する投資法人債の金額の合計額（償還済みの

額を除きます。）に応じて議決権を行使することができます（投信法第139条の10第2項、会社法第723条第

1項）。投資法人債権者は、投資法人債権者集会に出席する代わりに書面によって議決権を行使することも

可能です（投信法第139条の10第2項、会社法第726条）。

　投資法人債権者集会における決議は、裁判所の認可によってその効力を生じます（投信法第139条の10第

2項、会社法第734条）。

　

（ロ）投資法人債権者集会の決議方法は、以下のとおりです（投信法第139条の10第2項、会社法第724条）。

a.  法令及び投資法人債の要項に別段の定めがある場合のほか、原則として、決議に出席した議決権者の議

決権の総額の2分の1を超える議決権を有する者の同意をもって行われます（普通決議）。

b.  投資法人債権者集会の決議は、一定の重要な事項については、議決権者の議決権の総額の5分の1以上

で、かつ、出席した議決権者の議決権の総額の3分の2以上の議決権を有する者の同意をもって行われま

す（特別決議）。

　

（ハ）投資法人債総額（償還済みの額を除きます。）の10分の1以上に当たる投資法人債を保有する投資法人債

権者は、本投資法人又は投資法人債管理者に対して、会議の目的たる事項及び招集の理由を示して、投資

法人債権者集会の招集を請求することができます（投信法第139条の10第2項、会社法第718条第1項）。

　かかる請求がなされた後、遅滞なく投資法人債権者集会の招集手続がなされない場合等には、かかる請

求を行った投資法人債権者は、裁判所の許可を得て投資法人債権者集会の招集をすることができます（投

信法第139条の10第2項、会社法第718条第3項）。

　

（ニ）投資法人債権者は、本投資法人の営業時間内に、投資法人債権者集会の議事録の閲覧又は謄写を請求す

ることができます（投信法第139条の10第2項、会社法第731条第3項）。

　

④　投資法人債管理者

　本投資法人は、投資法人債を発行する場合には、投資法人債管理者を定め、投資法人債権者のために、弁

済の受領、債権の保全その他の投資法人債の管理を行うことを委託しなければなりません。但し、各投資法

人債の金額が1億円以上である場合については、この限りではありません（投信法第139条の8）。なお、本投

資法人債については、投資法人債管理者は設置されておりません。
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（3）短期投資法人債権者の権利

　

短期投資法人債権者が投信法等により有する主な権利の内容は、次のとおりです。

　

①　元金支払請求権

　短期投資法人債権者は、短期投資法人債の要項に従い、元金の支払いを受けることができます。

　

②　短期投資法人債の譲渡

　本投資法人が短期投資法人債について社債株式等振替法に基づく短期社債振替制度において振替機関が取

り扱うことに同意した場合には、振替投資法人債権者は、口座管理機関に対して振替の申請を行い、譲渡人

の口座から譲受人の口座に短期投資法人債の振替が行われることにより、当該短期投資法人債の譲渡を行う

ことができます（社債株式等振替法第115条、第66条第1項第1号、第73条）。

　

③　短期投資法人債権者集会

　短期投資法人債については投信法第139条の12の規定により、同法139条の10の適用を受けないことから、

投資法人債権者集会は組織されません。

　

④　短期投資法人債管理者

　短期投資法人債については投信法第139条の12の規定により、同法139条の8の適用を受けないことから、短

期投資法人債の管理を行う投資法人債管理者は設置されません。

　

⑤　担保提供制限条項

　短期投資法人債は投信法第139条の12の規定により、担保付社債信託法（明治38年法律第52号、その後の改

正を含みます。）の規定に基づき担保を設定することができません。
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